
別添様式
総括表（その１）

府　省　名 農林水産省

廃止 民営化
官民競争入札
等の適用

他法人等への
移管・一体的実施

その他

国際農林水産業研究セン
ター

研究開発等型
（資産債務型）

開発途上地域の農林水
産業に関する技術上の
試験研究

○研究課題の重点化
   海外における研究動向や研究成果の受益見込
み等を踏まえ、研究課題の重点化に向けた点検を
実施（20年度）。

○外部委託の拡大
 　研究成果の広報を国民にわかりやすく、かつ、
効率的に実施するため、広報誌の編集等を外部委
託。

○民間との連携強化
   民間との情報交
換、共同研究の促進
等の産学官連携の取
組を強化。

○海外の現地業務の合理化
    中国現地調整業務の廃止、南米現地調整業務
及び東南アジア現地調整業務の合理化

○自己収入の増大に向けた取組
　自己収入の増大を図るため、刊行物の有料化を
検討。

○国民の意見の活用
　国際シンポジウム等でアンケート調査を行い、得
られた意見をＪＩＲＣＡＳの運営に反映する。

○法令遵守の徹底への取組
　職員への法令遵守の徹底等の取組を強化するた
め、既存のコンプライアンスに関する委員会の仕組
みを活用するとともに、外部講師による研修を実施
する。

緑資源機構の事務・事業（海外農業開発関連業
務）について、国際農林水産業研究センターの設
置目的の範囲内で承継。

独  立  行  政  法  人  の  整  理  合  理  化  案

事務・事業名法人名
組織の見直しに係る

具体的措置類型名（区分）

事務・事業の見直しに係る具体的措置



　 法人名 府省名

沿革

　

法定数 非常勤（実員）

2 人 0 人 155  人

　 平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

3,628 3,547 3,494

- - (757)

0 0 0

- - -

3,628 3,547 3,494

- - (757)

3,388 3,275 3,195

- - (757)

77 74 102

- - -

162 197 197

- - -

平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

　 3,697 3,551 3,498

   昭和45 年6 月、農林省熱帯農業研究センター（TARC）として発足した。その目的は、開発途上国の食糧増産等の農業振興に必要な技術を開発することであっ
た。このため、主たる研究の場を海外におき、研究者を長期出張させ研究に従事させた。平成5 年10 月、従来の農林業研究に加え新たに水産業研究を包摂し、熱
帯又は亜熱帯に属する地域及びその他開発途上にある海外の地域における食料・資源・環境問題等に総合的に対応することを目的とし、熱帯農業研究センターは
農林水産省国際農林水産業研究センター（以下「JIRCAS」という。）に改組された。
  平成13 年4月に国立試験研究機関から独立行政法人に移行し、研究対象地域を海外に重点化した。平成18 年4 月には特定独立行政法人から非特定独立行政
法人となるとともに、JIRCASの活動を効率的かつ効果的に遂行するため、従来の部・支所体制並びに、部・支所ごとの研究推進・管理方法を改め、すべての研究を
プロジェクト方式として、組織も7 つの専門別研究領域と熱帯・島嶼研究拠点に再編した。

農林水産省

職員数（実員）
役員数

総括表（その２-１）

3,395

平成18年度

3,395

年度

国際農林水産業研究センター

一般会計
-

特別会計

国からの財政
支出額の推移
（17～20年
度）
（単位：百万円）

注：下段（　）内は、
ＪＩＲＣＡＳの設置目
的の範囲内で緑資源機
構から承継される予定
の海外農業開発関連業
務にかかるもので、外
数である。

計

役職員数（監事を除く。）及び職員数
（平成19年1月1日現在）

3,482

47

111

支出予算額の推移（17～20年度）
（単位：百万円）

常勤（実員）

2  人

0

-

-

-

平成18年度

3,237
　うち運営費交付金

-

　うち施設整備費等補助金
-

　うちその他の補助金等

独立行政法人の整理合理化案様式



　

平成17年度 平成19年度（見込み） 平成20年度（見込み）

　 3,800 3,759 3,676

　

　

発生要因
  １７年度剰余金の主なものは、国から承継された財産による還付消費税及び第１期中期計画満了による交付金残額である。な
お利益剰余金のうち、３４１百万円は、国庫返納済み。（１８年６月）
  １８年度剰余金は、前期中期目標期間からの繰越積立金と自己収入の残額である。

利益剰余金（又は繰越欠損金の推移）
(17･18年度）

平成17年度

平成18年度

348 15

見直し案

平成18年度

0 82

中期目標の達成状況（業務運営の効率化に関
する事項等）（平成18年度実績）

平成18年度

3,645

見直しに伴う行政サービス実施コストの改善
内容及び見込額（単位：百万円）

行政サービス実施コストの推移（17～20年
度）
（単位：百万円）

・中国現地調整業務の廃止（プロジェクト研究に重点化）
・南米現地調整業務の合理化（現地調整業務を廃止し、情報収集等業務を民間委託）
・東南アジア現地調整業務の合理化（業務の合理化を図り、賃金等を削減）
・事業用車の削減（平成２２年度までに１３台中８台削減する）　　　　　　　　　　　　　　　　合計　１２．７百万円
 
  刊行物の有料化については、検討中である。

   18 年度は、業務費（1，406，961 千円）は 前年度比 3％の減、一般管理費（144，205 千円、諸収入1，237 千円を含む）は、 前
年度比 6％の減とした。また、人件費については、削減後の予算（対前年度比９９．０％（退職手当及び福利厚生費（法定福利費
及び法定外福利費）を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定分を除く。））の範囲内において、国家公務員の給与構造改革
を踏まえ、役職員の給与について同様の見直しを行った。
    管理・運営については、プロジェクト方式による試験研究の推進・管理体制を導入し、研究職員のエフォート配分調査を開始し
た。第二期メコンデルタプロジェクトを対象として、現地共同研究機関等と共同でフォローアップ調査を実施した。科学研究費補助
金については、18年度の応募件数は17年度の倍以上で、採択が5件(17年は0)であった。これは、外部資金獲得への取組み改善
が反映された結果である。また、組織改編、研究支援体制の強化・拡充も図った。
    研究開発については、国際共同研究の推進による国際貢献に対し相手国機関から感謝状が授与され、国内でも、持続的開発
のための農林水産国際研究フォーラム（J-FARD）事務局として関係機関と連携して国際シンポジウムを開催するなど、国際共同
研究及び国際貢献の推進は順調に進捗している。不安定環境下における作物の安定生産及び多用途利用のための生物資源活
用技術の開発などにおいて、顕著な研究成果をあげている。また、世界の農林水産業あるいは食料需給に関する調査･分析活動
を行い、得られた諸情報を国内外に発信している。
   18 年度における研究成果の公表は審査付き論文163 報（中期計画目標値112 報/年度）であった。また、特許出願9 件（国内
外、中期計画目標値4 件/年度）であった。18 年度の研究成果情報として25 件が採択された。うち、普及に移しうる成果（「国際」）
は5 件（中期計画目標値4 件/年度）であった。

   今後とも、さらなる効率化に努める。

運営費交付金債務残高(17･18年度）
（単位：百万円）

平成17年度（第１期最終年度のため、交付金債務残はゼロ）



熱帯・島嶼研究拠点

所在地 沖縄県石垣市

職員数 ３４人

  亜熱帯・島嶼の気候条件・地
理的条件を活かした、開発途上
地域や熱帯・亜熱帯に適用でき
る農業生産技術等の開発

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）
３７０
（６３）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）
３７０
（６３）

総括表（その２-２）

支部・事業所
等

支部・事業所等で行う事務・
事業名

支部・事業所等の名称

20年度
予算要
求額
（百万
円）



＜事務・事業関係＞

3,494
(△ 53)
3,498

(△ 53)

②

　研究開発等型

開発途上地域の農林水産業に関する技術上の試験研究

　熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技術上の試験及び研究等を行うこ
とを目的に、不安定環境下における安定生産及び多用途利用のための生物資源活用技術の開発、持続的な農林水産業のための
環境資源管理・生産管理技術の開発、地球規模の環境変動が農林水産業に与える影響の解明及び対策技術の開発、国際的な食
料・農林水産業及び農山漁村に関する動向把握のための情報の収集・分析並びに提供を実施。

　１５０人 （平成19年4月1日現在職員数）

　JIRCASの事業は、開発途上地域における農林水産業を対象とし、その技術の向上に資する地球規模の公共財(Global Public
Goods)の生産である。このような直接の収入に結びつかない公共財生産に長期的な投資を行う事業を民間主体により実施している
例はない。

   ＪＩＲＣＡＳが実施する技術開発、研究協力は、開発途上地域における農林水産物の安定的な生産に貢献し、ひいては開発途上地
域の安定と発展、さらには国際社会の信頼関係の構築に寄与している。
   本事業は、世界の食料需給の安定を通して、食料の約６割を輸入する我が国の安全で安定的な食料供給につながることから、国
民生活及び社会経済等の公共上の見地から確実に実施されることが必要である。仮に、これらの事務・事業を廃止した場合、当該
事務・事業を担う機関がなくなり、我が国の国際的地位が低下するだけでなく、世界の食料需給がひっ迫し、ひいては世界最大の農
林水産物の輸入国である我が国の農林水産物の需給が不安定になり、国民生活及び社会経済の安定性等に極めて重大な支障を
来すことから、廃止することはできない。

　主要業務

　37年間

    昭和45 年6 月、農林省熱帯農業研究センター（TARC）として発足した。その目的は、ａ）開発途上国（その大部分が熱帯または亜
熱帯に位置する）の食糧増産等の農業振興に必要な技術を開発する、ｂ）我が国の試験研究領域の拡大と研究水準の向上に資する
（国内農業技術の開発のために必要な研究を熱帯現地で行う）、であった。
   平成5 年10 月に、従来の農林業研究に加え新たに水産業研究を包摂し、熱帯又は亜熱帯に属する地域及びその他開発途上に
ある海外の地域における食料・資源・環境問題等に総合的に対応することを目的とし、熱帯農業研究センターは農林水産省国際農
林水産業研究センター（JIRCAS）に改組された。
   平成13 年4月に国立試験研究機関から独立行政法人に移行し、研究対象地域を海外に重点化した。  平成16年12月に、政策評
価・独立行政法人評価委員会から「勧告の方向性」が示され、第2期中期計画では他法人等との役割分担の一層の明確化、国際貢
献に資する研究への重点化等を図った。
   平成18 年4 月には特定独立行政法人から非特定独立行政法人となるとともに、従来の部・支所体制並びに、部・支所ごとの研究
推進・管理方法を改め、すべての研究をプロジェクト方式とし、組織も7 つの専門別研究領域と熱帯・島嶼研究拠点に再編した。ま
た、熱帯・亜熱帯及び開発途上地域の農林水産業に関する資料の収集・整理及び提供業務を強化し、研究戦略を立案するため理
事長、理事直属の研究戦略調査室を設置した。

事務・事業に係る定員（19年度）

事務・事業に
係る20年度予
算要求額

国からの財政支出
（対19年度当初予算増減額）

支出予算額
（対19年度当初予算増減額）

廃止すると生じる問題の内容、
程度、国民生活への影響

民間主体による実施状況
（同種の事業を行う民間主体のｺｽﾄ、人員等）

Ⅰ．横断的視点

該当類型

１．事務・事業及び組織の見直し

事務・事業名

事務・事業の概要

事務・事業の位置づけ
（主要な事務・事業との関連）

事業開始からの継続年数

（１）
事務・事業

のゼロベース
での見直し

これまでの見直し内容
③

①



④

約99.9% 　

（3,494百万円/3,498百万円）

　 ②

③

④

　 開発途上地域の安定と発展に貢献することは、我が国が国際社会において果たすべき責務であり、ひいては、世界の食料需給の
安定による我が国の安全で安定的な食料供給に大きく貢献していることから、本事務・事業は真に不可欠である。

事務・事業の見直しに伴う行政サービス実施コストの削減に努めるが、見込額の算定は困難である。

（１） 研究課題の重点化
   海外における研究動向や研究成果の受益見込み等を踏まえ、研究課題の重点化に向けた点検を実施（20年度）。
（２） 外部委託の拡大
　研究成果の広報を国民にわかりやすく、かつ、効率的に実施するため、広報誌の編集等を外部委託。
（３） 海外の現地業務の合理化
   中国現地調整業務の廃止、南米現地調整業務及び東南アジア現地調整業務の合理化

   長期戦略指針「イノベーション25」の基本的考え方である「グローバル化と情報化の進展への的確な対応」を実施。  第３期科学技
術基本計画の重点推進４分野の「ライフサイエンス」「環境」及び推進４分野の「エネルギー」における国際活動の戦略的取組を実施
し、総合科学技術会議が推進する「科学技術外交」に貢献。 食料・農業・農村基本法（第二十条　国際協力の推進）に係る業務を実
施。 農林水産研究基本計画（平成17年3月農林水産省農林水産技術会議決定）に対応し、世界の食料需給の将来にわたる安定に
貢献。

   東南アジアにおけるエビ養殖技術の開発により、稚エビの生産量が1990年の90倍(2004年実績）となった。アフリカにおけるネリカ
米による増収技術の開発等により、アフリカ全体でネリカ米栽培面積が15万ヘクタール以上に増大した等の効果が得られている。こ
れら生産性向上等の効果の他、開発途上地域の研究者との人的交流及び人材育成による科学技術外交(イノベーション25)の推進
等、金額で表すことが困難な効果も得られている。なお、独立行政法人評価委員会による第１期中期目標期間の評価においても、中
期目標を十分に達成したと認められている。

　別紙１に記載

フランス：CIRAD: 国際農業開発研究協力センター（政府機関）、常勤職員1,850名、年間予算約290億円（CIRAD年報2005年版）
イタリア：IAO: 農業開発研究所（政府機関)
オーストラリア：ACIAR:国際農業研究センター（政府機関)
米国：USAID: 国際開発庁(独立行政法人に相当する組織)
カナダ：IDRC:国際開発研究センター（独立行政法人に相当する組織)
以上のように、先進諸国における開発途上地域の農業研究の担当・支援は公的機関で実施。

   本事業の直接の受益者は、開発途上地域の農民、研究者、施政者である。これらの地域の農業技術開発を推進することにより、
我が国の食料需給の安定、地球環境の保全に寄与する。このことにより、我が国の国民すべてが間接的に受益者となる。したがっ
て、特定の受益者に負担を強いることはできない。①

これまでの指摘に対応する措置

諸外国における公的主体による
実施状況

事務・事業の見直し案（具体的措置）

理由

財政支出に見合う効果
（効果が得られているか、その根拠）

行政サービス実施コストに与える影響
（改善に資する事項）

財政支出への依存度
（国費／事業費）

事務・事業が真に不可欠かどうかの評価

国の重点施策との整合性

受益と負担との関係
（受益者・負担者の関係、両者の関係）



否

入札種別（官民競争／民間競
争）

入札実施予定時期

事業開始予定時期

契約期間

否 導入しない理由

   結果を得るまでに長い期間を必要とする農林水産業研究の特質から、時間的・費用的なリスクが大きく、また、開発途上地域にお
ける国際農林水産業研究分野は、社会経済的・制度的な側面からも課題の解決に時間を要するケースが多くリスクが大きいこことか
ら、事業性はなく、利益の追求を目的とする民間が研究を実施することは事実上不可能であるため、民営化は困難である。

　a施設の管理・運営、b研修、c国家試験等、d相談、e広報・普及啓発、

　否

  ＪＩＲＣＡＳの施設管理、広報等の個々の業務量は小規模であるため、費用対効果を考慮すると、包括的な外部委託にはなじまな
い。外注可能な個々の業務個別に外注する方が効率的である。

民営化を前提とした規制の可能
性・内容

（２）
事務・事業の
民営化の検討

民営化しない理由

官民競争入札等の実施の可否

可

事業性の有無とその理由

民営化の可否

可

民営化に向けた措置

民営化の時期

  結果を得るまでに長い期間を必要とする農林水産業研究の特質から、時間的・費用的なリスクが大きく、また、開発途上地域にお
ける国際農林水産業研究分野は、社会経済的・制度的な側面からも課題の解決に時間を要するケースが多くリスクが大きいことか
ら、事業性はない。

　否

　f検査検定、g徴収、hその他

（３）
官民競争入札
等の積極的な

適用

今
後
の
対
応

該当する対象事業



移管先

内容

理由

　 否 移管しない理由

一体的に実施する法人等

内容

理由

　 否 一体的実施を行わない理由

対象となる事務・事業の内容

移
管

移管の可否

可

一体的実施の可否

可

一
体
的
実
施

１． ＪＩＲＣＡＳは、熱帯・亜熱帯地域を含む開発途上地域のための農林水産業の研究を行う我が国唯一の機関である。この唯一性
は、国際機関と対等な立場であることを明確にするものであり、引き続き、我が国の国際貢献への重点的な取り組みを対外的に示す
姿勢として維持すべきである。他独法との統合は、独立であることによって維持されている高い識別性の喪失、科学技術外交の弱体
化につながり、国益を損なう。

２． ＪＩＲＣＡＳは、開発途上地域の諸問題解決のための研究を、農業、林業、水産業の研究勢力の投入、及び自然科学分野と社会
科学分野の融合によって実施している。したがって、国内農業のための研究開発を目的とする他の農林水産業研究関係独法と一体
的に事業実施を指向しても、研究対象、研究条件（土壌、気候、水、社会条件等）が全く異なり、海外での問題解決には十分な貢献
ができない。他の農林水産業研究関係独法との一体化は、効率化が期待できないばかりか、JIRCASの目的も達成できない。

３．(独)国際協力機構(JICA)は、独立行政法人国際協力機構法第３条に基づき、開発途上地域の経済及び社会の発展又は復興に
寄与し、国際協力の促進に資することを目的としており、農林水産業以外にも行政、公益事業、鉱工業、エネルギー関係、商業・観光
分野、保健医療、社会福祉など幅広い分野を対象に、開発途上地域の国や国際機関からの要請に基づき、開発途上地域が必要と
する技術や知識について既存技術の移転や無償資金協力などを行っている。 JICAと当センターが共通しているのは、「開発途上地
域のため」という一点のみであり、組織の目的、業務内容、対象、手法等、あらゆる面で相違が見られる。異なるものの一体化から
は、効率化は望めない。

　否

　否

  ＪＩＲＣＡＳは、熱帯・亜熱帯地域を含む開発途上地域のための農林水産業の研究を行う我が国唯一の機関であり、我が国には、本
事業の移管の対象となる適切な機関はない。したがって、他機関への移管は、事業の効率化が期待できないばかりか、事業目的の
達成もできない。

（４）
他の法人への
移管・一体的

実施



＜組織関係＞ 　 　

２．運営の徹底した効率化

役職員の給与等の対国家公務員指数
（在職地域、学歴構成、在職地域・学
歴構成によるラスパイレス指数）

人件費総額の削減状況

現状（平成19年４月１日現在）

効率化目標の設定の
内容・設定時期

見直し案
（廃止､民営化､体制の再編・整備等）

①給与水準、人件費の情報公開の状況

（５）
特定独立

行政法人関係 理由

非公務員化の可否

（６）
組織面の見直

し 理由

　開発途上地域における農林水産技術に関する研究の水準の向上並びに研究の効率的実施及び活性化のため。
　なお、平成18年に、組織を7 つの専門別研究領域と熱帯・島嶼研究拠点に再編するとともに、熱帯・亜熱帯及び開発途上地域の農
林水産業に関する資料の収集・整理及び提供業務を強化し、研究戦略を立案するため理事長・理事直属の研究戦略調査室を設置
する等の整備を行い、現在その効果を見極めているところ。

③民間委託による経費節減の取組内容

   人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）につ
いては、平成１７年度を基準として、１８年度から５年度間において、５％以上の削減を行うこととしている。
    平成１７年度基準額：1,420,736千円
    平成１８年度人件費：1,359,906千円
    平成１８年度までの削減率は、△４．３％

  事務・技術　１００．３ （地域１００．０　　学歴１００．５　　地域・学歴９９．８）
    研究職種　 １０２．４  （地域１０５．３　　学歴１０１．８　　地域・学歴１０３．５）

　実施済み

　民間との情報交換、共同研究の促進等の産学官連携の取組を強化。

　一般管理費については、毎年平均で少なくとも前年度比3%、業務経費については同様に前年度比1%の効率化目標を現中期目標・
中期計画において設定して効率化を進める。
　中国における現地調整業務の廃止、南米・東南アジアにおける現地調整業務の合理化等による削減（１１，５００千円）や事業用車
を１３台中８台削減（１，２００千円）するなど、第２期中期計画期間（平成２２年度まで）中に、一般管理費（毎年３％）２５，６１０千円、
業務費（毎年１％）９５，６８１千円を削減する。

   テレビ会議システムの活用による本部・拠点間、あるいは国際農業研究協議グループ(CGIAR)本部等の外国機関との情報交換を
効率化している。
   所内ネットワーク及びグループウェアの活用によりペーパーレス化を推進している。

    複写機・車・圃場用機械等のリース契約。施設等保守管理、自動車運転業務、経理監査業務、国際会議運営業務、所内通信ネッ
トワーク管理業務などをアウトソーシングしている。

（１）
可能な限りの
効率化の徹底

④情報通信技術による業務運営の効率
化の状況

②一般管
理費、業
務費等

    総務大臣策定の「独立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライン）」に則り、ホーム
ページで公開している。

  一般管理費については、光熱水料、通信運搬費の節減を徹底している。業務費については、プロジェクト事業費の研究進捗状況及
び経費の執行状況等について点検・評価し、柔軟な予算執行管理を行うとともに、評価結果を研究資源配分に反映させた。



該当なし 合計

ー

ー

ー

　別表に記載 合計

（３）
随意契約
の見直し
（４）

保有資産
の見直し

３．自主性・自律性確保

うち随意契約額（％）

（１）
中期目標
の明確化

現状

今後の取組方針

関
連
法
人

関
連
法
人
以
外
の
契
約
締
結
先

当該法人への再就職者（随契の相
手方で同一所管に属する公益法人
に在職している役員の人数）

　別紙３に記載

契約額

（２）独立行
政法人の資金
の流れ等に関
する情報公開

当該法人への再就職者（役員の氏
名及び当該役員の独立行政法人に
おける最終職名）

名称

情報公開の現状

見直しの方向

契約額

   次期中期目標期間の中期計画の検討に当たっては、具体的かつ定量的指標の設定の増加について検討する。

   業務実績報告書に、「受託等収入内訳」、「予算及び決算」、「収支計画及び実績」、「資金計画及び実績」を記載し、ホームページ
上で公開しているほか、調達情報（入札公告・随意契約等）についても、公開している。

   資金の流れ等について、一般国民に分かり易く公開するため、ホームページを充実・改善していくこととする。

別紙２「独立行政法人における随意契約の見直しについて（依頼）」（平成19年８月10日付け行政改革推進本部事務局・総務省行政管理局事務連絡）に記載

名称

うち随意契約額（％）

   中期目標に基づいた中期計画において具体的かつ定量的指標を用いている。



金額

　
　
　 　　　　　　　 ６２，０３６　千円

　　  　　　　　　　　　　６４　千円

　　 　　　　　　　　　　４９４　千円

  　　　　　　　　４３，９０９　千円

　　  　　　　　１０６，５０３　千円

財源

　共同研究資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０円
　競争的資金（科学技術振興調整費等 ５件）　　　　５４，８３６千円
　科学研究費補助金（直接経費７件）　　　　　　　　   　７，２００千円

自己収入の内容（平成１８年度実績）

   的確な研究推進管理を行うため、研究課題をプロジェクト方式とし、予算執行・研究進行管理の責任をプロジェクトリーダーに一元
化することにより、計画の進捗に合わせた柔軟な予算執行が可能になった。

   プロジェクト研究毎（約３０課題）の予算の執行状況を把握できる体制としている。それにより、プロジェクト毎の投入資源と成果に
ついての費用対効果を把握し、次年度予算への反映に役立てている。

   プロジェクト方式の利点を生かし、科学的な作業仮説とコスト・パフォーマンス意識に基づく、研究企画と研究目標に沿った柔軟な
進行管理によって効率的・効果的な運営に努める。

今後の取組方針

（３）
業務運営

の体制整備

プロジェクトごとの収支管理の実施状
況

（２）
国民による
意見の活用

今後の取組方針

管理会計の活用状況とその効果

現状

（４）
管理会計を活

用
した運営の

自律化・効率
化・透明化

　外部評価委員を取り入れた中期計画評価会議及び外部評価会議、監査法人による監査、監事監査等により適切な内部統制を実
施している。また、コンプライアンスに関する委員会(リスク管理委員会)を設置し、事務・事業の適正、効率的な業務運営に資するも
のである。さらに、研究不正行為への対応及び防止のための研究倫理委員会、適正な契約と予算の執行を図るための契約審査委
員会なども活用している。
   個人情報保護、職員の倫理保持については、規程を整備するとともに、適宜、JIRCAS内で講習を行っている。

   JIRCASが主催する国際シンポジウム等でアンケート調査を行い、それらの意見をJIRCASの運営に反映する。

　職員への法令遵守の徹底等の取組を強化するため、既存のコンプライアンスに関する委員会の仕組みを活用するとともに、外部
講師による研修を実施する。

    外部委員による各種評価委員会の意見を活用するとともに、 ホームページでのプロジェクト活動等の情報発信及びメールフォー
ムでの各種問い合わせの受付、JIRCASの一般公開、国際シンポジウム、成果報告会(JIRCAS帰国報告会)、アグリビジネスフェア等
外部イベント等を通じて、国民との双方向コミュニケーションに努めている。

現状（内部統制に係る組織の設置状
況、職員に対する研修の実施状況）

今後の取組方針

　文献複写料、　不動産使用料

　刊行物の有料化を検討

　件数　３　種類　　利用権実施料

　受託研究収入、資産売却（車、トラクタ）、雑誌等売払、生産物売払、人件費補填（国際協力機構）
等

　該当なし

（５）
自己収入の

増大等による
財源措置

見直し案

利用料

知的財産権

その他

計

共同研究資金

寄付金



最近改善した例

今後改善を予定している点
　JIRCASが保有する研究及び業務情報を、国民が活用することを念頭において、より容易なアクセスが可能なデータベースとして供
給する。
    資金の流れ等について、一般国民に分かり易く公開するため、ホームページを充実・改善していくこととする。

　ホームページを充実し、現在実施中のプロジェクト研究の内容紹介を強化した。また、プレスリリース関連情報についても充実させ
掲載した。新たに公開した情報としては、「研究活動の不正行為への対応」、「知的財産に関する基本方針」、「人材育成プログラム」
等がある。

その他

（６）情報公開の取組状況



（別紙１）

府省名 農林水産省

内容（指摘を受けた年度） 指摘主体 番号 内容（対応年度）

研究開発等型

開発途上地域の
農林水産業に関
する技術上の試
験研究

平成16年度 他法人等との役割分担の一層の明確化

政策評価・
独立行政
法人評価
委員会

① 

　本指摘に基づき、第２期中期目標冒頭に、
JIRCASは「開発途上地域における農林水産業
に関する研究開発を包括的に行う我が国唯一の
試験研究機関」との位置づけが明記された。これ
により、他の農業関係研究独法、(独)国際協力
機構との役割分担を明確にしている。
　更に、他の農業関係研究独法には無い「開発
途上地域における農林水産業に関する内外の
資料の収集、整理及び提供」というJIRCASの業
務を強化するために、理事長及び理事直属の組
織として研究戦略調査室を設置した（H18.4)。
　また、沖縄支所を熱帯・島嶼研究拠点に改組
し、我が国最南端の亜熱帯、島しょという立地条
件を活用し、気候や地理的条件等について共通
性の高い海外の地域における農業分野に係る
研究に業務を重点化した。

研究開発等型

開発途上地域の
農林水産業に関
する技術上の試
験研究

平成16年度 国際貢献に資する研究に重点化

政策評価・
独立行政
法人評価
委員会

① 

   本指摘に基づき、第２期中期計画で、以下の５
項目に重点化した。すなわち、(1)国連ミレニアム
目標への貢献のため、干ばつ等不良環境に耐
性を持つ作物開発研究、(2)科学技術基本計画
の戦略的重点化地域であるアジアにおける問題
解決型研究、(3)グレンイーグルズG8サミットで合
意されたアフリカ支援に貢献するための、作物生
産向上を目指した技術開発研究、(4)京都議定書
CO２削減目標達成に資するための東南アジア地

域バイオマス研究、(5)太平洋・島サミット及び温
暖化問題に対応した島嶼生産環境研究、であ
る。

　 ２．これまでの主な指摘には、行政減量・効率化有識者会議、政策評価・独立行政法人評価委員会等による指摘内容を簡潔に記載してください。
　　　なお、別紙1-2「「勧告の方向性」における指摘事項の措置状況（平成19年8月現在）」に記載の指摘事項はすべて記載してください。

措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置）

第１横断的視点

（１）事務・事業のゼロベースでの見直し　②これまでの指摘に対応する措置

１．事務・事業及び組織の見直し

注１．見直し実施年度には中期目標終了時の見直しを実施した年度を記載してください。

これまでの主な指摘
法人名

国際農林水産業
研究センター

見直し実施年度事務・事業名事業類型（区分）



（別表）

第１　横断的視点

１．運営の徹底した効率化

○関連法人以外の契約締結先

名称 契約額（千円）
当該法人への再就職者

（随契の相手方で同一所管に属する公益
法人に在職している役員の人数）

ジクー・データシステムズ株式会社 1,617 1,617 ( 100 %) 0人

株式会社損害保険ジャパン 2,437 2,437 ( 100 %) 0人

弁護士　畑中 鐵丸 1,260 1,260 ( 100 %) 0人

奥村印刷株式会社 5,794 5,794 ( 100 %) 0人

アカデミア洋書株式会社 1,651 1,651 ( 100 %) 0人

丸善株式会社筑波営業部 4,073 4,073 ( 100 %) 0人

株式会社紀伊国屋書店 3,167 3,167 ( 100 %) 0人

インフォトレ-ダ-株式会社 2,355 2,355 ( 100 %) 0人

ユサコ株式会社 2,122 2,122 ( 100 %) 0人

理科研株式会社つくば営業所 3,758 3,758 ( 100 %) 0人

松丸工業株式会社 2,467 2,467 ( 100 %) 0人

株式会社日本旅行国際旅行 4,256 4,256 ( 100 %) 0人

新彊農業科学院 1,000 1,000 ( 100 %) 0人

カストマシステム株式会社 9,387 0          - 0人

富士ゼロックス株式会社茨城営業所 5,604 5,604 ( 100 %) 0人

茨城リコー株式会社 1,986 1,986 ( 100 %) 0人

新日鉄ソリューションズ株式会社 3,570 3,570 ( 100 %) 0人

財団法人農林弘済会 32,692 32,692 ( 100 %) 0人

沖電気工業株式会社社会情報ソリューション本部 4,646 1,076 ( 23 %) 0人

富士ゼロックス株式会社沖縄営業所 1,326 1,326 ( 100 %) 0人

新安全警備株式会社 3,578 3,578 ( 100 %) 0人

有限会社ヤイマドットコム 1,320 1,320 ( 100 %) 0人

有限会社筑南清掃興業 1,058 1,058 ( 100 %) 0人

富士菱石油株式会社 8,825 2,215 ( 25 %) 0人

ディー・エイチ・エル・ジャパン株式会社 1,821 1,821 ( 100 %) 0人

医療法人筑波記念会筑波記念病院 1,162 1,162 ( 100 %) 0人

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｴｽｵｰｴｽｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社 1,670 1,670 ( 100 %) 0人

株式会社ピース企画 3,300 3,300 ( 100 %) 0人

株式会社ウイジン 2,940 2,940 ( 100 %) 0人

株式会社薬研社 17,064 0          - 0人

新日本監査法人 5,609 1,227 ( 22 %) 0人

加瀬電機株式会社 4,672 0          - 0人

佐藤印刷株式会社 3,866 3,866 ( 100 %) 0人

株式テクノ工営 2,891 2,891 ( 100 %) 0人

ｶﾞﾝﾏﾃﾞｰﾀ・ｼｴﾝﾀｱｰﾍﾞｰ 5,355 5,355 ( 100 %) 0人

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ・ﾃﾞｰﾀ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ株式会社 3,651 3,651 ( 100 %) 0人

中国農業科学院農業経済発展研究所 1,500 1,500 ( 100 %) 0人

茨城県官報販売所 1,275 1,275 ( 100 %) 0人

株式会社パスコ 5,792 5,792 ( 100 %) 0人

京都大学 3,500 3,500 ( 100 %) 0人

東京農業大学 3,450 3,450 ( 100 %) 0人

伊奈工業株式会社 3,675 0          - 0人

株式会社オヅ商会 5,618 5,618 ( 100 %) 0人

特許理化興業株式会社 4,914 0          - 0人

キングモンクット大学 1,500 1,500 ( 100 %) 0人

世界蔬菜研究所アジア地域センター 2,400 2,400 ( 100 %) 0人

ｶｾｻｰﾄ大学 1,800 1,800 ( 100 %) 0人

鳥取大学 1,500 1,500 ( 100 %) 0人

国際半乾燥熱帯作物研究所 2,254 2,254 ( 100 %) 0人

株式会社ダイヤ分析センター 2,910 2,910 ( 100 %) 0人

（２）独立行政法人の資金の流れ等に関する情報公開

うち随意契約額       （％）



株式会社南西工業 43,785 0          - 0人

株式会社エスペックエンジニアリング福岡ブランチ 4,921 4,921 ( 100 %) 0人

加賀ハイテック株式会社フォト事業部映像産業部 3,492 0          - 0人

中国農業科学院持続発展研究所 2,000 2,000 ( 100 %) 0人

中国黒龍江省農業科学院 1,000 1,000 ( 100 %) 0人

有限会社ワールド翻訳サービス 1,279 1,279 ( 100 %) 0人

フィリピン土壌水管理局 2,200 2,200 ( 100 %) 0人

香川大学 1,500 1,500 ( 100 %) 0人

神戸大学 1,500 1,500 ( 100 %) 0人

近畿大学 1,500 1,500 ( 100 %) 0人

小糸工業株式会社 1,081 1,081 ( 100 %) 0人

株式会社高山 5,451 5,451 ( 100 %) 0人

東和科学株式会社 1,655 1,655 ( 100 %) 0人

社団法人農林放送事業団 4,563 4,563 ( 100 %) 0人

有限会社福建 5,859 5,859 ( 100 %) 0人

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 7,046 7,046 ( 100 %) 0人

中山商事株式会社 1,848 1,848 ( 100 %) 0人

株式会社メック 2,000 2,000 ( 100 %) 0人

株式会社アムコ 3,211 3,211 ( 100 %) 0人

中国黒龍江省農業科学院 1,292 1,292 ( 100 %) 0人

東京美化株式会社 1,417 1,417 ( 100 %) 0人

三菱UFJﾘｻｰﾁ&ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 3,500 3,500 ( 100 %) 0人

アドバンテック東洋株式会社筑波営業所 1,683 1,683 ( 100 %) 0人

有限会社緑保グリーン 1,792 1,792 ( 100 %) 0人

株式会社ウェザーニューズ 2,100 2,100 ( 100 %) 0人

クリマテック株式会社 2,961 2,961 ( 100 %) 0人

安堅工業　前田盛浩三 1,344 1,344 ( 100 %) 0人

独立行政法人農業生物資源研究所 2,260 2,260 ( 100 %) 0人

株式会社マスダ塗装店 5,628 0          - 0人

富士エンジニアリング株式会社 4,620 0          - 0人

株式会社市村工務店 2,730 2,730 ( 100 %) 0人

株式会社茨城クボタ 2,977 0          - 0人

西日本三菱農機株式会社石垣営業所 7,665 0          - 0人

八洲貿易株式会社第一事業本部第一営業グループ 1,974 1,974 ( 100 %) 0人

谷田部印刷株式会社 1,763 1,763 ( 100 %) 0人

ダイレック株式会社 2,073 2,073 ( 100 %) 0人

筑波印刷情報サービスセンター協同組合 1,767 1,767 ( 100 %) 0人

株式会社池田理化 1,890 1,890 ( 100 %) 0人

昭光通商株式会社 1,785 1,785 ( 100 %) 0人

独立行政法人森林総合研究所 2,499 2,499 ( 100 %) 0人

合計 357,649 235,208 ( 66 %) 0人

注１：　「独立行政法人における随意契約の適正化について（依頼）（平成19年2月16日総務省行政管理局長・行政評価局長事務連
絡）」、「独立行政法人における随意契約の適正化について（補足）（平成19年5月21日総務省行政管理局長・行政評価局長事務連絡）」
によりとりまとめた平成１８年度の契約実績を集計。
注２：　独法が自ら企画競争・公募を行った契約は競争入札等と分類。
注３：　競争的研究資金であって独法が自ら企画競争・公募を行わない契約は随意契約と分類。



（単位：千円）

3,493,954

△ 52,651

熱帯、亜熱帯地域、その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技術上の試験及び研究

開発途上地域の農林水産業に関する技術上の試験研究

独立行政法人の整理合理化案様式
3.資産債務型

法人名 国際農林水産業研究センター 府省名 　農林水産省

　実物資産については、別紙３にのみ記入。
　
　金融資産・積立金については、別紙に計上した金融資産のうち、上述の事務・事業と関連を有する
資産の具体的内容と見直しの具体的措置内容・理由を簡潔に記載すること。

資産との関連を有する事務・事業
の名称

資産の具体的内容、見直しの具体
的措置内容・理由等

資産との関連を有する事務・事業
の内容

国からの財政支出額

対19年度当初予算増減額 対19年度当初予算増減額 △ 52,628

支出予算額 3,498,237



区分

1
独）国際農林水産業研究センター
　　国際研究本館　他７件 3 茨城県つくば市大わし１番１ 1 1 28,818 4,923

2
独）国際農林水産業研究センター
    第２実験棟　他３件 3 茨城県つくば市大わし１番２ 1 7 2,348

3
独）国際農林水産業研究センター
　　圃場管理室　他６件 3 茨城県つくば市八幡台２番 1 1 80,720 1,151

4
独）国際農林水産業研究センター
　　共同実験室　他３３件 3 沖縄県石垣市字真栄里川良原1091番の1    他３筆 1 1 294,912 7,945

5
独）国際農林水産業研究センター
　　揚水ポンプ室 3 沖縄県石垣市字平得地底1178番51 1 3 10

 府省名： 農林水産省
敷地面積

(㎡)
No. 所       在       地

建面積
(㎡)

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

施   設   名   等 敷地

  独立行政法人名： 独) 国際農林水産業研究センター

合同形態



建築年次 建築年次 経年 経年
(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率 容積率

1 6,976 1995 1976 12 31 50 2 第二種住居地域 60% 200% 0.12104

2 2,583 1979 1979 28 28 50 2 第二種住居地域 60% 200%

3 1,191 2001 1975 6 32 50 1 第二種住居地域 60% 200% 0.00738

4 9,462 2003 1972 4 35 50 2 指定なし 60% 200% 0.01604

5 12 1995 1995 12 12 50 2 指定なし 60% 200%

階層
延面積
(㎡)

No.

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

利用率
法     規     制

耐用年数



計 土地 建物 その他

1 2,802 1,310 1,420 71 27 9 1(試験研究事業）

2 228 0 227 1 27 9 1(試験研究事業）

3 3,253 3,149 67 37 16 9 1(試験研究事業）

4 2,030 243 1,317 470 1 9 1(試験研究事業）

5 9 0 9 0 1 9 1(試験研究事業）

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)

No. 耐震隣  接  庁  舎  名
正面路線
価(千円)

B / S  価  格 (百万円)
保有目的用途合   築   等



法人名 府省名

No. 1 施設名 用  途

○  事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

　　　事務・事業の見直しに伴う売却等処分は、予定していない。

○  売却する場合、売却予定時期 ： 

○  自らの保有が必要不可欠な理由
 
  土地の利用率は約１２％であるが、熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技術上の試験
及び研究等を行うことを目的に、不安定環境下における安定生産及び多用途利用のための生物資源活用技術の開発、持続的な農林水産業のため
の環境資源管理・生産管理技術の開発、地球規模の環境変動が農林水産業に与える影響の解明及び対策技術の開発等の研究のために必要不可欠
な施設を配置しており、国際研究本館をはじめ、海外生物工学実験棟、海外実験棟、熱帯作物棟、隔離温室、育苗温室、温室管理室等の建物等
の外、防風林などを含めた利用率は約５１％である。
　なお、これらの施設を売却して、新たに賃借することは研究成果創出に長期間を要することを鑑みると、さらに研究リスクを高めるものであ
り、研究の効率的実施の観点から適当ではない。

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

国際農林水産業研究センター 農林水産省

国際研究本館　他７件 9



法人名 府省名

No. 2 施設名 用  途

○  売却する場合、売却予定時期 ： 

○  自らの保有が必要不可欠な理由

　熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技術上の試験及び研究等を行うことを目的に、不
安定環境下における安定生産及び多用途利用のための生物資源活用技術の開発、持続的な農林水産業のための環境資源管理・生産管理技術の開
発、地球規模の環境変動が農林水産業に与える影響の解明及び対策技術の開発を実施するために必要不可欠な施設等である。なお、これらの施
設を売却して、新たに賃借することは研究成果創出に長期間を要することを鑑みると、さらに研究リスクを高めるものであり、研究の効率的実
施の観点から適当ではない。
　また、この敷地は、農業生物資源研究所が所有する土地である。

○  事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

　　　事務・事業の見直しに伴う売却等処分は、予定していない。

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

  国際農林水産業研究センター 農林水産省

第２実験棟　他３件 9



法人名 府省名

No. 3 施設名 用  途圃場管理室　他６件 9

○  事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

　　　事務・事業の見直しに伴う売却等処分は、予定していない。

○  売却する場合、売却予定時期 ： 

○  自らの保有が必要不可欠な理由

　土地の利用率は約０．７４％であるが、不安定環境下における安定生産及び多用途利用のための生物資源活用技術の開発、持続的な農林水産
業のための環境資源管理・生産管理技術の開発、地球規模の環境変動が農林水産業に与える影響の解明及び対策技術の開発等研究のために必要
不可欠な施設を配置しており、圃場管理室、堆肥舎、農機具庫・収穫物調査室等の建物の外、水田圃場、畑圃場、防風林等に有効利用してお
り、これらの圃場等を含めた利用率は約５０％であり、研究実施のため有効利用している。
　なお、これらの施設を売却して、新たに賃借することは研究成果創出に長期間を要することを鑑みると、さらに研究リスクを高めるものであ
り、研究の効率的実施の観点から適当ではない。

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

  国際農林水産業研究センター 農林水産省



法人名 府省名

No. 4 施設名 用  途

○  自らの保有が必要不可欠な理由

　土地の利用率は約１．６％であるが、亜熱帯・島嶼の気候条件・地理的条件を生かした、開発途上地域や熱帯・亜熱帯に適用できる農業生産
技術等の開発を実施するために必要不可欠な施設を配置しており、共同実験室（本館）をはじめ、島嶼環境技術開発棟、遺伝子組換え体発現制
御実験棟、形質転換実験棟、農機具庫等の建物の外、これら研究のための水田圃場、畑圃場等を配置し有効利用している。
　これらの圃場等を含めた利用率は約50％であり、研究のため有効利用している。
　なお、これらの施設を売却して、新たに賃借することは研究成果創出に長期間を要することを鑑みると、さらに研究リスクを高めるものであ
り、研究の効率的実施の観点から適当ではない。

○  売却する場合、売却予定時期 ： 

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

  国際農林水産業研究センター 農林水産省

共同実験室　他３３件

○  事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

　　　事務・事業の見直しに伴う売却等処分は、予定していない。

9



法人名 府省名

No. 5 施設名 用  途

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

○  事務・事業の見直しに伴う売却等処分の方向性

　事務・事業の見直しに伴う売却等処分は、予定していない。

○  自らの保有が必要不可欠な理由

　当該施設は、河川からの揚水ポンプを設置しているものであり、亜熱帯・島嶼の気候条件・地理的条件を生かした、開発途上地域や熱帯・亜
熱帯に適用できる農業生産技術等の開発を実施している試験圃場等に必要な水を宮良川から確保するために必要不可欠な施設である。

  国際農林水産業研究センター 農林水産省

揚水ポンプ室 9

○  売却する場合、売却予定時期 ： 



法人名 府省名

○  金融資産の内訳(18年3月31日時点、B/S価額)

A 合  計 : 504 百万円 内  貸付金 : 百万円

内  割賦債権 : 百万円

B 現金及び預金 : 504 百万円

C 有価証券 : 百万円

D 受取手形 : 百万円 内  貸付金 : 百万円

E 売掛金 : 百万円 内  割賦債権 : 百万円

F 投資有価証券 : 百万円

G 関係会社① : 百万円 ･･･ 関係会社株式

H 関係会社② : 百万円 ･･･ その他の関係会社有価証券

I 長期貸付金① : 百万円 ･･･ J・K以外の長期貸付金

J 長期貸付金② : 百万円 ･･･ 役員又は職員に対するもの

K 長期貸付金③ : 百万円 ･･･ 関係法人に対するもの

L 破綻債権等 : 百万円 内  貸付金 : 百万円

内  割賦債権 : 百万円

M 積立金 : 百万円

N 出資金 : 百万円

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

農林水産省国際農林水産業研究センター



法人名 府省名

○ 受取手形(D)及び売掛金(E)を生じる事由(事業の概要等)及び民業補完の徹底という観点からの見直しの方向性

○ 不良化している債権(L)の早期処分の方向性

○ 既存貸付金・割賦債権等の売却・証券化に向けた検討の方向性

○ 政策目標に比して過大と考えられる金融資産及び見直しの方向性

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

国際農林水産業研究センター 農林水産省

　　該当なし

　
   該当なし

　
   該当なし

　
      該当なし



長期戦略指針「イ
ノベーション25」

第３期科学技術
基本計画

その他の方針

独立行政法人の整理合理化案様式

法人名 府省名

〈単位：千円）

4.研究開発型

対19年度当初予算増減額 △ 52,651 対19年度当初予算増減額 △ 52,628

3,498,237

国際農林水産業研究センター 農林水産省

開発途上地域の農林水産業に関する技術上の試験研究

事務・事業（研究開発課題）
の内容

事務・事業（研究開発課題）
の名称

　熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する技術上の試
験及び研究等を行うことを目的に、不安定環境下における安定生産及び多用途利用のための生物資源活用
技術の開発、持続的な農林水産業のための環境資源管理・生産管理技術の開発、地球規模の環境変動が農
林水産業に与える影響の解明及び対策技術の開発、国際的な食料・農林水産業及び農山漁村に関する動向
把握のための情報の収集・分析並びに提供を実施。

国からの財政支出額 3,493,954 支出予算額

重
要
度
の
低
い
研
究
開
発
事
業
の
検
討

(

①

)

　基本的考え方「グローバル化と情報化の進展への的確な対応」において示されている課題（地球温暖化、環
境劣化、南北格差の拡大等）に対し、ＪＩＲＣＡＳは開発途上地域での農林水産業に関する技術の向上に寄与
する点で、中心的役割を果たす。早急に取り組むべき課題である、「環境・エネルギー等日本の科学技術力に
よる成長と国際貢献」に寄与し、開発途上国との科学技術協力の強化により科学技術外交を推進する。特に、
優れた環境・エネルギー技術の世界への発信として、未利用資源の効率的なエネルギー化技術の開発、熱帯
作物を利用した高バイオマス資源作物の育成を実施する。また、アフリカ等の不良環境に耐性のある新品種
の開発・普及、砂漠の緑化による食料需給の安定化を実施する。中長期的に取り組むべき課題として示されて
いる、「世界的課題解決に貢献する社会」の中で、生物機能を活用した環境対応技術の開発及び効率的にエ
ネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技術の開発に取り組む。

　平成18年度からの第2期中期目標期間において実施している研究開発課題は、第３期科学技術基本計画、
食料・農業・農村基本計画」（平成17年3月閣議決定）に対応して策定された「農林水産研究基本計画」に準拠
した、いずれも重要度の高い研究課題であり、不安定環境下における安定生産及び多用途利用のための生物
資源活用技術の開発、持続的な農林水産業のための環境資源管理・生産管理技術の開発、地球規模の環境
変動が農林水産業に与える影響の解明及び対策技術の開発等を推進するために不可欠である。

重要度の低い研究開発
事業の廃止・縮小の検

討

   基本理念である「環境と経済の両立」に関して示されている、「地球温暖化・エネルギー問題の克服」、「環境
と調和する循環型社会の実現」に取組む。
    重点推進分野（ライフサイエンス、環境）では次のように対応している。
   ・ライフサイエンス分野
　    －　国際的競争力を向上させる安全な食料の生産・供給科学技術
   ・環境分野
　   －　地球温暖化に立ち向かう
　   －　我が国が環境分野で国際貢献を果たし、国際協力でリーダーシップをとる
    加えて、推進分野（エネルギー）の研究・技術開発を進め、これら研究分野における国際活動の戦略的推進
に取組む。
     特にアジア諸国との農業・環境分野での研究者の交流を促進し、内外から日本に期待される役割を果たす
等、わが国の「科学技術外交」に貢献する。

　食料・農業・農村基本法　（第二十条　国は、世界の食料需給の将来にわたる安定に資するため、開発途上
地域における農業及び農村の振興に関する技術協力及び資金協力、これらの地域に対する食料援助その他
の国際協力の推進に努めるものとする。）。
　平成17年3月閣議決定の「食料・農業・農村基本計画」に示された、国際協力の推進に対応（世界の食料需給
の将来にわたる安定に貢献するため、開発途上地域の農業・農村の振興に関する技術協力を実施）。
　「農林水産研究基本計画」（平成17年3月、農林水産省農林水産技術会議決定）における農林水産研究の重
点目標、（国際的な食料・環境問題の解決に向けた農林水産技術の研究開発）に対応し、不安定環境下にお
ける持続的生産技術の開発、地球規模の環境変動に対応した農林水産技術の開発を実施。
　国連ミレニアム開発目標の達成目標（極度の貧困と飢餓の撲滅、環境の持続可能性確保、開発のためのグ
ローバルなパートナーシップの推進）。G8サミットで表明された包括的アフリカ農業開発プログラムへの支援強
化（平成19年6月8日、「アフリカ共同進捗報告書」）。

国
の
研
究
の
大
枠
と
の
関
係



共同研究資金 財源
（金額）

概要

利用料
財源

（金額）
概要

寄附金
財源

（金額）
概要

知的財産権
財源

（金額）
概要

技術指導料
財源

（金額）
概要

現状

見直し案

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
充
実

(

③

)

　ＪＩＲＣＡＳは、熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上地域における農林水産業の研究を包括的に行
う我が国唯一の機関である。海外における協力研究機関、国際機関等との緊密な連携により研究開発を推進
し、国際社会の一員としての我が国の責務を果たしているという特徴がある。
　国立大学法人において、開発途上地域の農業を対象分野として含む学科、研究センターを設置しているもの
がある（例えば、 九州大学熱帯農学研究センター、京都大学大学院アジア・アフリカ地域研究研究科等）。しか
し、国の施策に沿った技術開発を長期的視野に立って推進することについては、大学が確実に実施することは
期待できない。また、開発途上地域のニーズに即した農業の技術的課題に対し、農林水産業の全ての分野を
カバーし、自然科学・社会科学の幅広い研究分野の課題を柔軟に設定し問題解決に取り組むことは、ＪＩＲＣＡ
Ｓのみが有する特徴である。

　国立大学法人において、開発途上地域の農業を対象分野として含む学科、研究センターを設置しているもの
があるが、国の施策に沿った技術開発を長期的視野に立って推進することについては、大学が確実に実施す
ることは期待できない。また、開発途上地域のニーズに即した農業の技術的課題に対し、農林水産業の幅広
い分野をカバーし、自然科学・社会科学の幅広い研究分野の課題を柔軟に設定し問題解決に取り組むこと
は、ＪＩＲＣＡＳのみが有する特徴である。
  独立行政法人評価委員会からも、研究開発は順調に進捗していると評価されており、成果は十分にあがって
いる。

  研究の進捗状況及び推進方向を点検し、成果をとりまとめるため、段階的に評価・点検を実施し、資料および
評価結果の効率的積み上げを図るシステムを設けている。この流れに沿って、プロジェクトごとの検討会、中課
題あるいは大課題レベルでの進捗状況を検討する「中期計画評価会議－分科会－」および「中期計画評価会
議－大課題検討会－」を開催している。「分科会」は研究分野毎に、内部の評価者に加えて外部評価委員を委
嘱し、各プロジェクトおよび中課題レベルの評価においても、より専門的かつ客観的な検討を実施している。 年
度計画自己点検評価の最終段階として、「外部評価会議」を開催し、理事長が委嘱した外部評価委員による運
営及び研究の総合評価を実施している。
   中期計画評価会議の評価結果を次年度計画の確定に反映させるとともに、プロジェクト予算査定の作業グ
ループを構成し、評価結果の研究資源配分へ反映させている。

  この仕組みの成果の検証を行いつつ、適宜、見直しを行い充実させる。

他の機関において代替
可能であったり、成果
が十分でない研究開発
事業の廃止・縮小の検
討

他
の
研
究
機
関
と
の
比
較

と
代
替
の
検
討
（

②
）

他の機関との比較など
を通じた成果の検証

事
業
効
果
の
対
外
的
説
明

を
通
じ
た
事
業
の
透
明
性

(

⑤

)

現状

見直し案

　
　
自
己
収
入
の
増
収

(

⑥

)

自己収入の内容

共同研究資金　　　　   　　０
競争的資金        ５４，８３６  千円
科学研究費補助金 ７，２００ 千円

随
意
契
約
の

見
直
し

(

④

)

見直し方針
   既に平成19年4月から国と同一基準としている。また、内容を精査した上で、随意契約から一般競争入札へ
の移行を検討する。さらに、一般競争契約及び随意契約の結果の公表についても併せて拡大を図ることとして
いる。

 
   ホームページでの情報提供に努め、特にプロジェクト紹介等の記事を充実させている。マスコミを介した成果
の広報を充実させている（平成１８年度:プレスリリース 19 件、新聞掲載70 件）。
   また、一般公開、常設展示室での展示や研究内容紹介を充実させるとともに、アグリビジネス創出フェア(農
林水産省主催)、グローバルフェスタJAPAN(外務省共催)等の外部イベント参加や高等学校への出前授業を
行っている。
    業務実績報告書、年度計画、報酬・給与等の情報については、速やかにホームページに公開している。

  ＪＩＲＣＡＳが所蔵する諸情報をデータベース化するなど、ホームページの内容充実、マスコミを通じた国民へ
の情報提供をさらに強化する。
　なお、平成18年度実績の評価から、事業効果の透明性を高めるため、投入資源と特許、論文等を大課題ごと
に整理する仕組みを構築し、調査結果を農林水産省独立行政法人評価委員会に報告している。

科学技術振興調整費等（５件）
直接経費（７件）

６４　　　千円

  ０　　　千円

文献複写料、不動産使用料

利用権実施料

０　　　千円

４９４　　千円



その他
財源

（金額）
概要

計
財源

（金額）

見直し案

　刊行物等の有料化について検討する。
　外部資金を受け入れて行う共同研究を積極的に実施するため、資金を提供する側のシステムに対応できる
よう、組織内の運用方法の見直しを進めている。
　寄附金を積極的に募集し、国以外からの財源の確保を図る。

受託研究収入、資産売却、雑誌等売払、生産物売払、
人件費補填等

補
助
・
取
引
等
の
資
金
の
流
れ

に
係
る
一
体
と
し
た
情
報
公
開
（

⑦
）

現状   財務諸表、随意契約情報等をホームページに公開している。

見直し案

  随意契約できる基準額を、平成１９年４月から国と同額に改正し、基準額を超える随意契約情報をホーム
ページに公開している。
　今後は、公開をする際、資金の区分として、運営費交付金からの支出か、受託収入からの支出か（委託元の
区分）、契約先への再就職者数を記載することとする。

無
駄
な
取
引
の
排
除
や

経
費
削
減
（

⑦
）

  国の行政効率化推進計画及び農林水産省行政効率化推進計画に準じ、調達方式の見直しによる経費の削
減等の取り組みを明記した業務効率化推進計画を策定し、効率的な業務運営に努めている。
  また、契約審査委員会等において、適正な契約と予算の執行を図っている。

  プロジェクト方式による研究予算の適正な執行管理を行うとともに、リース契約等の推進、割引制度等の情報
収集等による旅費の効率化、冷暖房の適正管理の徹底、照明のスイッチの適正管理等によるエネルギー使用
料の抑制など、経費削減に努める。
　また、経費節減のため、中国における現地調整業務の廃止、南米・東南アジアにおける現地調整業務の合
理化等による削減、事業用車の削減を図る。

現状

見直し案

１０６，５０３ 　千円

４３，９０９   千円


